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１ 概 要 

平成 19 年度に成立した「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（平成 19 年６月 22 日公

布）において，地方公共団体の財政の健全性を示すものとして定められた指標が，健全化判断比率と

資金不足比率（２つを総称して「健全化判断比率等」という｡）になります。 

健全化判断比率には，「①実質赤字比率」「②連結実質赤字比率」「③実質公債費比率」「④将来

負担比率」の４つの指標があり，資金不足比率とあわせて，毎年度，監査委員の審査に付した上で，

議会に報告し，公表しなければならないとされています。 

 
２ 対象会計 

総務省で示している対象会計は，次の図のとおりです。  

 
※ 健全化判断比率のうちいずれかが「早期健全化基準」以上となった場合には「財政健全化計画」

を定めることになります。 

 ※ 再生判断比率（健全化判断比率①～③）のいずれかが「財政再生基準」以上となった場合には

「財政再生計画」を定めることになります。  

※ 資金不足比率が「経営健全化基準」以上となった場合には「経営健全化計画」を定めることにな

ります。  
（★指標の公表は平成 19 年度決算から，財政健全化計画策定の義務付け等は平成 20 年度決算から適用） 
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Ⅰ 健全化判断比率及び資金不足比率の概要 
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総務省で示した対象会計を結城市の会計に置き換えると，次の図のようになります。  

 

 

 
※ 実質公債費比率は，公営事業会計のほか，一部事務組合等が負担する公債費を含めた額で，結城

市の一般会計等が負担しなければならない額を対象とします。  

 ※ 将来負担比率は，公営事業会計や一部事務組合等のほか，土地開発公社や土地区画整理組合等を

含めた将来負担すべき額で，結城市の一般会計等が負担しなければならない額を対象とします。  

※ 資金不足比率は，公営企業会計ごとに算定し，結城市では５つの会計が対象となります。  
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◎算定結果                           （単位：％） 

 元年度 30 年度 
早期健全化基準 

(経営健全化基準) 
財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率 － － 13.24 ※3 20.00 
（6.88）※

1 （7.70）※
1 

連結実質赤字比率 － － 18.24 ※3 30.00 

（23.09）※
2  （24.10）※

2 

実 質 公 債 費 比 率 8.3 9.2 25.0 35.0 

将 来 負 担 比 率 42.5 19.2 350.0  

資
金
不
足
比
率 

南 部 第 二   － － 

（ 20.0 ）  

南 部 第 三 － － 

南 部 第 四  － 

公 共 下 水 道 － － 

農業集落排水 － － 

水 道 － － 

※
1 
実質赤字比率は算定されなかったため，「－」で表示し，実質収支額の黒字の比率を括弧書きで示しています。 

※
2
連結実質赤字比率は算定されなかったため，「－」で表示し，実質収支額（黒字）と資金剰余額の合計の比率を括弧

書きで示しています。 

※
3
実質赤字比率と連結実質赤字比率における早期健全化基準は，当該団体の標準財政規模により値が異なります。 

 

 

すべての指標の分母となる「標準財政規模」とは 

   地方自治体の一般財源の標準的な大きさを示す指標で，健全化判断比率４指標の分母に用いる重

要な数値です。  

標準財政規模は，「標準税収入額等＋普通交付税額＋臨時財政対策債発行可能額」で求められ，

標準的に収入し得る「経常一般財源」の大きさのことをいいます。  
（単位：千円）

元年度 30年度 増減額

10,568,618 10,586,452 △ 17,834

標準税収入額等 7,899,137 7,694,652 204,485

普通交付税額 2,093,943 2,168,987 △ 75,044

臨時財政対策債発行可能額 575,538 722,813 △ 147,275

結城市の標準財政規模

内
訳

 

Ⅱ 令和元年度決算に係る健全化判断比率及び資金不足比率の算定結果 
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◆実質赤字比率 

 
一般会計等の赤字の程度を指標化し，財政運営の深刻度を把握するのが「実質赤字比率」です。  

一般会計等（結城市では一般会計，住宅資金等貸付事業特別会計）について，歳出に対する歳入の不

足額（いわゆる赤字額）を，地方公共団体の標準的な規模を表す標準財政規模で除して比率を求めま

す。 

 

 実質赤字比率 ＝ 
一般会計等の実質赤字額 

標準財政規模 

 

 

令和元年度の実質赤字比率 

一般会計等の実質収支が黒字であったため，算定されませんでした。 

 

実質収支額（黒字額）                         （単位：千円） 

会計名 令和元年度 30年度 増減額

一般会計 726,522 814,103 △ 87,581

住宅資金等貸付事業 1,254 1,387 △ 133

一般会計等　計 727,776 815,490 △ 87,714

 

※実質収支＝歳入総額－歳出総額－翌年度へ繰り越すべき財源 

 

☆参考までに，黒字額の比率を求めてみると・・・ 

 実質収支額（黒字額）の比率 ＝ 
727,776 

＝ 6.88％ 
10,568,618 

 
標準財政規模に対する実質収支の黒字額の比率は，平成 30 年度決算の 7.70％から 0.82 ポイント減

少し，6.88％となりました。 

これは，一般会計の実質収支額が，平成 30 年度決算の 814,103 千円に対して，令和元年度決算では

87,581 千円減の 726,522 千円となったことが主な要因です。 
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◆連結実質赤字比率 

 
地方公共団体のすべての会計の赤字額と黒字額を合算して，一法人としての歳出に対する歳入の資

金不足額を，標準財政規模で除して指標化し，地方公共団体全体として見た収支における資金不足の

深刻度を把握するのが「連結実質赤字比率」です。 

 

 連結実質赤字比率 ＝ 
一般会計・特別会計・企業会計の実質赤字額 

標準財政規模 

 

 

令和元年度の連結実質赤字比率 

すべての会計において，実質収支が赤字の会計及び資金不足が生じた 

会計はなかったため，算定されませんでした。 

 

実質収支額（黒字額）及び資金剰余額                  （単位：千円） 

会計名 令和元年度 30年度 増減額

一般会計 726,522 814,103 △ 87,581

住宅資金等貸付事業 1,254 1,387 △ 133

国民健康保険 11,347 47,806 △ 36,459

介護保険（介護保険事業） 174,797 190,120 △ 15,323

介護保険（介護サービス） 0 676 △ 676

後期高齢者医療 1,346 1,130 216

南部第二土地区画整理事業 90,934 60,746 30,188

南部第三土地区画整理事業 41,579 42,232 △ 653

南部第四土地区画整理事業 49,384 △ 49,384

公共下水道事業 16 1,000 △ 984

農業集落排水事業 1 1 0

水道事業 1,392,727 1,342,878 49,849

全会計　計 2,440,523 2,551,463 △ 110,940
 

※一般会計から後期高齢者医療までは実質収支額，南部第二土地区画整理事業以下は資金剰余額で表示。 

 

☆参考までに，黒字額及び資金剰余額の比率を求めてみると・・・ 

実質収支額（黒字額）及び 

資金剰余額の合計の比率 
＝ 

2,440,523 
＝ 23.09％ 

10,568,618 

 
標準財政規模に対する実質収支額（黒字額）及び資金剰余額の合計の比率は，平成 30 年度決算の

24.10％から 1.01 ポイント減少し，23.09％となりました。 

  これは，一般会計の実質収支が 87,581 千円減少したことのほか，国民健康保険特別会計が 36,459

千円の減，南部第四土地区画整理事業特別会計が 49,384 千円の減となったことが主な要因であり，す

べての会計では 110,940 千円の減となっています。 
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◆実質公債費比率 

 
地方公共団体の一般会計等の支出のうち，義務的に支出しなければならない経費である公債費や公

債費に準ずる経費を，その団体の標準財政規模で除したもの（但し，分子・分母双方から元利償還金等

に係る基準財政需要額算入額（普通交付税算入額）を差し引く）の３カ年の平均値で指標化し，資金繰

りの危険度を示す指標です。 

 

 実質公債費比率 

（各年度） 
＝ 

公債費及び公債費に準ずる額 － 特定財源 － 普通交付税算入額 

標準財政規模  －  普通交付税算入額 

  ※特定財源とは，公債費に充当した貸付金元利収入や公営住宅使用料，都市計画税等をいいます。 

 

 ・事業費補正により基準財政需要額算入された公債費 

※普通交付税算入額とは， ・災害復旧費等（公債費）に係る基準財政需要額    をいいます。 

         ・密度補正により基準財政需要額に算入された公債費   

 
分子の計算                                 （単位：千円） 

項　　目 29年度 30年度 元年度 30年度→元年度 増減

①公債費の元利償還金の額 1,509,810 1,385,294 1,347,387 △ 37,907

②積立不足額を考慮して算定した額

③満期一括償還の元金償還金

④公営企業の公債費に要する繰入金 799,389 662,034 666,496 4,462

⑤一部事務組合等の公債費負担金等 161,342 91,942 96,577 4,635

⑥公債費に準ずる債務負担行為 153,798 161,519 116,802 △ 44,717

⑦一時借入金利子 0

公債費等額（①～⑦の計）Ａ 2,624,339 2,300,789 2,227,262 △ 73,527

⑧特定財源 374,960 301,651 322,429 20,778

⑨普通交付税算入額 1,352,679 1,269,883 1,209,784 △ 60,099

分子　計（Ａ－⑧－⑨） 896,700 729,255 695,049 △ 34,206
 

分母の計算                                 （単位：千円） 

項　　目 29年度 30年度 元年度 30年度→元年度 増減

⑩標準財政規模 10,536,553 10,586,452 10,568,618 △ 17,834

⑨普通交付税算入額 1,352,679 1,269,883 1,209,784 △ 60,099

分母　計（⑩－⑨） 9,183,874 9,316,569 9,358,834 42,265
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○左の表を算定式にあてはめると， 

 

単年度比率 

29 年度 ＝  
896,700 

＝  9.76385 ％ 
9,183,874 

30 年度 ＝  
729,255 

＝  7.82751 ％ 
9,316,569 

元年度 ＝  
695,049 

＝  7.42666 ％ 
9,358,834 

 

 

令和元年度の実質公債費比率（３カ年平均）＝ 8.3％ 

 

 
○前年度比較 

30 年度 単年度比率 元年度 

9.2％ 

28 年度 10.22351  

29 年度  9.76385 

8.3％ 30 年度  7.82751 

 元年度  7.42666 

 

   令和元年度決算では，平成 30 年度の 9.2％に対し 0.9 ポイント減の 8.3％となりました。 

また，単年度の比率は，平成 30 年度の単年度比率に対して約 0.4 ポイントの減となっています。 

単年度の比率が，平成 30 年度と比較して減となった主な項目は次のとおりです。 

    （分子：△34,206 千円） 

      ・公債費の元利償還金の額が 37,907 千円の減 

・公債費に準ずる債務負担行為の額が 44,717 千円の減 

    （分母：＋42,265 千円） 

      ・標準税収入額等の増により，標準財政規模が 17,834 千円の減 

      ・地域振興費算入額等の減により，普通交付税算入額が 60,099 千円の減 

以上のように，分子の減少，分母の増加により，単年度比率では約 0.4 ポイントの減少となって

います｡ 

また，過去のピーク時である平成 20 年度の 17.3％と比較すると，9.0 ポイント減少しています。 
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◆将来負担比率 

 

地方公共団体の一般会計等が将来的に負担することになっている実質的な負債にあたる額（将来負

担額）から，この負債の償還に充てることができる基金等を控除の上，その団体の標準財政規模で除

したもの（但し，分子・分母双方から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額（普通交付税算入額）

を差し引く）で指標化し，将来の財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示す指標です。 

なお，将来負担額には，地方債残高，債務負担行為に基づく支出予定額，公営企業会計の公債費に

対する繰入見込額，退職手当負担見込額，加入している一部事務組合の債務に対する負担見込額等が

含まれます。 

 

 将来負担比率 ＝ 

将 来 負 担 額 Ａ －  充 当 可 能 財 源 等 Ｂ 

標準財政規模 Ｃ －  普通交付税算入額 Ｄ 

          ※普通交付税算入額Ｄは，実質公債費比率で求めた数値を用います。 

 

分子の計算                                 （単位：千円） 

項　　目 元年度 30年度 増減額

①地方債の現在高 15,713,480 14,006,814 1,706,666

②債務負担行為に基づく支出予定額 472,233 589,036 △ 116,803

③公営企業債等繰入見込額 5,784,161 6,096,735 △ 312,574

④組合等負担等見込額 404,964 470,631 △ 65,667

⑤退職手当負担見込額 2,742,043 2,799,875 △ 57,832

⑥設立法人の負債額等負担見込額 1,834 2,077 △ 243

⑦連結実質赤字額 0

⑧組合等実質赤字負担見込額 0

将来負担額　Ａ（①～⑧の計） 25,118,715 23,965,168 1,153,547

⑨充当可能基金 4,772,169 5,522,613 △ 750,444

⑩充当可能特定歳入 2,265,523 2,262,050 3,473

⑪基準財政需要額算入見込額 14,102,058 14,386,946 △ 284,888

充当可能財源等　Ｂ（⑨～⑪の計） 21,139,750 22,171,609 △ 1,031,859

分子　計（Ａ－Ｂ） 3,978,965 1,793,559 2,185,406
 

 
分母の計算                                 （単位：千円） 

項　　目 元年度 30年度 増減額

⑫標準財政規模　Ｃ 10,568,618 10,586,452 △ 17,834

⑬普通交付税算入額　Ｄ 1,209,784 1,269,883 △ 60,099

分母　計（Ｃ－Ｄ） 9,358,834 9,316,569 42,265
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 ○左の表を算定式にあてはめると， 

 

将来負担比率 ＝ 
Ａ 25,118,715 － Ｂ 21,139,750 

＝ 
3,978,965 

＝ 42.5 ％ 

Ｃ 10,568,618 － Ｄ  1,209,784 9,358,834 

 

 

令和元年度の将来負担比率 ＝ 42.5％ 

 

 

 ○前年度比較 

（30 年度） ＝ 
Ａ 23,965,168 － Ｂ 22,171,609 

＝ 
1,793,559 

＝ 19.2 ％ 

Ｃ 10,586,452 － Ｄ  1,269,883 9,316,569 

 

令和元年度決算では，平成 30 年度の 19.2％に対し 23.3 ポイント増の 42.5％となりました。 

各算定項目における主な増減と影響は次のとおりです。 

（分子：＋2,185,406 千円） 

・地方債現在高 

  市庁舎建設事業債の増により 1,706,666 千円の増 

・債務負担行為に基づく支出予定額 

逆井土地区画整理組合借入金償還費助成金の減により 116,803 千円の減 

・公営企業債等繰入見込額 

        公営企業地方債現在高の減により 312,574 千円の減 

      ・組合等負担等見込額 

筑西広域市町村圏事務組合の地方債現在高の減により 65,667 千円の減 

    （分母：＋42,265 千円） 

・標準財政規模 

臨時財政対策債発行可能額の減により 17,834 千円の減 

・普通交付税算入額（控除項目） 

地域振興費算入額等の減により 60,099 千円の減 

以上のように，分子，分母ともに増加となっていますが，地方債現在高の増加と充当可能基金の減

少により分子の額が大幅に増加したため，比率は 23.3 ポイントの増加となっています。 

また，過去のピーク時である平成 19 年度の 124.1％と比較すると，81.6 ポイント減少しています。 
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◇資金不足比率 

 

公営企業会計の資金不足額を，公営企業の事業規模である料金収入等の規模と比較して指標化し，

経営状況の深刻度を示すのが，「資金不足比率」です。 

 

 資金不足比率（公営企業会計ごと）＝ 
資金不足額 

事業の規模 

    

（資金不足額） 

     ・法適用企業：（流動負債＋建設改良費等以外の目的で発行した地方債現在高－流動資産） 

            －解消可能資金不足額 

     ・法非適用企業：（繰上充用額＋支払繰延・事業繰越額＋建設改良費等以外の目的で発行し 

             た地方債現在高）－解消可能資金不足額 

   （事業規模） 

     ・法適用企業：営業収益の額－受託工事収益の額 

     ・法非適用企業：営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額 

 

 

令和元年度の資金不足比率 

すべての公営企業会計において，資金不足額は生じなかったため， 

算定されませんでした。 
 

 

○参考として，資金剰余額を公営企業会計ごとに表示。 

 

資金剰余額                               （単位：千円） 

会計名 元年度 30年度 増減額

南部第二土地区画整理事業 90,934 60,746 30,188

南部第三土地区画整理事業 41,579 42,232 △ 653

南部第四土地区画整理事業 49,384 △ 49,384

公共下水道事業 16 1,000 △ 984

農業集落排水事業 1 1 0

水道事業 1,392,727 1,342,878 49,849
 

 ※資金剰余額は，「連結実質赤字比率」の算定にも用います。  

※水道事業は「法適用企業」，それ以外は「法非適用企業」です。  

 

 


